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１．はじめに 

冬期における除雪を適切に行うには積雪場所・時間・

量を正確に把握し、除雪車等の資機材を効率的に運用す

ることが重要となる。このため、道路管理者は各種気象

予報情報の活用による除雪体制の構築、CCTV や積雪深計

等による降雪状況や道路状況の把握により除雪を行って

いる。 

本報告は、冬期における除雪行動と必要情報の整理、

気象パターンと道路雪害の関係を整理した雪害ナレッジ

構築、降雪把握におけるレーダ技術の活用、雪害ナレッ

ジ情報とレーダ情報等を組み合わせた道路雪害発生可能

性判断機能構築の概要について述べるものである。 

 

２．冬期における除雪行動と必要情報の整理 

２．１ 除雪行動の流れ 

除雪行動の一連の流れを積雪地域、非積雪地域の道路

管理者にヒアリングを行ない行動内容の基本パターンを

整理した。図-１は降雪がある程度予想される国道事務所

の除雪管理体制を時間軸との関係から整理したものであ

る。積雪地域、非積雪地域とも時間軸に多少の差はある

が、行動内容については、除雪体制の構築、除雪実施判

断、オペレータの手配、参集等、ほぼ同様の流れとなっ

ている。 

 

 

 

２．２ 除雪時に必要とする情報 

 図-2 は降雪がある程度予想される事務所が除雪実施時

に使用する情報を時間帯毎に整理したものである。72 時

間前は気象会社等から得られる概括的情報である雪氷予

測情報が中心であり、除雪体制の構築、資機材の手配・

配置検討等に活用している。また、除雪作業の実施が近

づくにつれて詳細情報として降雪・積雪状況、路面の状

態等を CCTV、路面温度計、道路パトロール等で把握して

いる。 

除雪を適切に実施するには、必要とする各段階におい

て、道路管理者が必要とする情報を、必要な精度で入手

することが重要となる。 

 

時間帯 現場代理人 出張所職員 事務所職員 扱う情報と閾値 

７:00 

 

8:00～9:00 

 

 

 

 

 

10:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16:00 

 

 

 

 

 

17:00～21:00 

 

 

 

 

 

22:00 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

気象協会の雪氷予測 

CCTV の確認 

現場パトロール 

※雪が積もっているかどうかを画像で判断 
大型車が走行しても路面が白いかどうか判断 

 

※雪が降っているか積もっているか判断 
県外ナンバーのトラックが増えてきた場合
は、要注意 

 

オペレーターへの実施連絡 

除 雪 体 制 の 判 断 

決 定 事 項 の 報 告 

※新雪降雪 5～10cm 以上等 

除 雪 作 業 実 施 

状 況 報 告 

CCTV の確認 

現場パトロール 

除 雪 作 業 終 了 

情報版・FM 長岡による情報提供 

状 況 報 告 

CCTV の確認 

テレメータの確認 

※積雪深を確認 

凍 結 防 止 剤 の 散 布 

オペレーターの参集 

除 雪 実 施 有 無 の 協 議 

除 雪 実 施 有 無 の 協 議 

除 雪 体 制 の 判 断 

気象協会の雪氷予測 

※新雪降雪 5～10cm 以上等 

CCTV の確認 

テレメータの確認 

※積雪深を確認 

※雪が積もっているかどうかを画像で判断 
大型車が走行しても路面が白いかどうか判断 

現 場 代 理 人 交 代 

出 張 所 出 勤 事 務 所 出 勤 

路温計の確認 

※路面温度が 0℃以下 

警察署、地域住民からの連絡 

※雪が積もっているかどうかを画像で判断 
大型車が走行しても路面が白いかどうか判断 

目視による確認 

※雪の密度、降り方を確認 

※雪が積もっているかどうかを画像で判断 
大型車が走行しても路面が白いかどうか判断 

※雪が降っているか積もっているか判断 
県外ナンバーのトラックが増えてきた場合
は、要注意 

 

図 1 除雪管理体制と時間軸 

図 2 除雪実施時に使用する情報 



２．３ 雪害ナレッジの構築 

 道路除雪を適切に実施するには、前述の如く降雪やそ

れに伴う道路状況を適切に把握することが重要であるが、

道路雪害が発生する気象パターンには一定の特徴がある。 

この気象パターンと実際に過去発生した道路雪害をデー

タベースとして整理し、類似の気象パターンが観測され

た場合、道路雪害の発生予想箇所（地方整備局など）に

早めの情報提供を行うことにより、道路管理者は予想さ

れる道路雪害に対して備えることが可能になる。そのた

め、過去（約 50 年程度）に発生した道路雪害の状況、そ

の際の気象パターン等を整理した雪害ナレッジを構築し

ている。  

雪害ナレッジは、道路雪害の概要、被災路線の状況、

気象概況、被害状況と社会的影響、道路管理者の対応と

雪害の経緯をとりまとめたものである。図-3 に雪害ナレ

ッジの概要（抜粋）を示す。 

 

図 3 雪害ナレッジ例（抜粋） 



３．レーダによる降雪把握 

３．１ ＸバンドＭＰレーダ雨量計の概要 

２で記載したとおり、除雪を行う場合、概括的情報に

ついては、気象会社等からの予測情報を中心に活用して

いる。しかしながら、これらの情報は対象とする範囲が

地方整備局全体で広域なこと、一定時間毎の予測であり

リアルタイム情報では無いこと、気象状態と道路位置と

の関係が把握しにくいことなどの課題を有している。気

象会社からの予測情報を補足する手段があれば、概括的

情報の精度が高まると考えられる。 

国土交通省では、近年、多発している局所的且つ短時

間に発生する大量の降雨を正確に把握することを目的と 

して大都市部を中心にＸバンドＭＰレーダ雨量計(以下、

ＸＭＰレーダ)の整備を行っている。また、従来から全国

の雨量把握用レーダとして整備されているＣバンド単偏

波レーダ雨量計（以下、Ｃ単偏波レーダ）についてもマ

ルチパラメータ(以下、ＭＰ化)を図り観測精度の高度化

を図っており、ＸＭＰレーダ雨量計と同程度の精度で情

報収集は可能となっている。  

これらのレーダ雨量計で適切に降雪状況が把握可能で

あれば、道路管理者が除雪に必要とする何時、何処で、

どの程度の降雪が発生しているか等の情報を得ることが

可能となる。 

ＸＭＰレーダは、マイクロ波（9.7GHz 帯）を利用した

レーダである。250m メッシュという非常に細かい精度で

降雨データが取得可能であり情報の更新頻度は 1 分、検

出可能距離は 60 ㎞～80 ㎞である。主要都市の豪雨監視

を目的として 39基が整備されている。 

  

３．２ ＸＭＰレーダによる降雪把握と降雪量把握補正 

 2017 年に開催されたふゆトピア in 函館においてＸＭ

Ｐレーダでは、降雪有無の把握は可能であるが降雪量に

ついては、実際の降雪量と大きな乖離が生じる場合もあ

りなんらかの補正が必要なことを報告した。 

そのため、補正技術としてＣ単偏波レーダ降水量把握

に活用しているダイナミックウィンドウ法を適用し補正

を試みた。図-4 は、2017 年 1 月 23 日～26 日にかけて長

岡地区で発生した豪雪時の降水データを気象庁データ

（観測点：長岡）とＸＭＰレーダデータで比較したもの

である。青の棒グラフは時間毎の気象庁アメダスデータ

である。黒の線グラフはダイナミックウィンドウ法適用 

前にＸＭＰレーダで観測された雨量、赤の線グラフはダ

イナミックウィンドウ法適用後の雨量を示している。 

ダイナミックウィンドウ法適用後の雨量は、気象庁アメ

ダスデータとは完全には一致しないが、補正前に比較し

て降雨量が改善されており、同法による降雨量補正が一

定の効果を有していることが確認された。また、図-5 は

1 月 24日、16時の気象庁アメダス降雨量データである。

新潟市、見附市、長岡市、小地谷市等、海岸部から約 10

㎞程度の箇所を中心に 3 ㎜～7 ㎜の降雨量が観測されて

いる。 

一方、図-6(適用前)は、2016 年 1 月 24 日、16 時にお

ける新潟県長岡市から新潟市におけるＸバンドレーダが

検知した降雨（雪）データである。また図-6（適用後）

は、そのデータに対してダイナミックウィンドウ法によ

り補正を行ったものである。補正後は、長岡市から新潟

市にかけて降雨(雪)量 3 ㎜～7 ㎜の範囲が広がっており、

アメダスデータで観測された雨量に近づいていることが

わかる。この様に、ダイナミックウィンドウ法を適用す

降雨量 3㎜～7 ㎜ 

図 4 長岡における降雨データの比較 

図 5 1 月 24 日 16 時のアメダス降雨量 

 

 



ることにより、ＸＭＰレーダにおいても降雪有無、降雪

量が一定の精度で把握可能となることが推察された。 

 

３．３ レーダによる降雪把握技術の改良 

 前項までの検討においてＸＭＰレーダを活用すれば、

広範囲且つ常時の降雪範囲、降雪量が把握出来る可能性

があることが確認された。しかしながら、ＸＭＰレーダ

による降雪把握を実現し、その情報を道路除雪に活用す

るためには様々な課題がある。以下に当面、取り組むべ

き検討内容について記述する。 

 

（１）雨、雪判別機能の追加 

降雪初期と終了期は雨、雪が混在する気象条件が多々

発生する。降雨と降雪では、除雪体制の構築や除雪作業

内容が大きく異なる。降雨の場合は当初、除雪体制を構

築する必要は無いが、夜間の凍結に備えた凍結防止材散

布準備や降雨が降雪に変化した場合を考慮した除雪体制

準備等の作業が中心となる。 

これに対して降雪の場合は除雪体制の構築、除雪作業

の実施が中心となる。また、この時期はドライバーの雪

道に対する認識が十分では無いこと等から適切に道路管

理を行う必要がある。 

レーダは広範囲の降雨状況が把握可能な事を特徴とし

ているが、大気中に存在する雨滴の反射により降雨位置

や量を判断するため、反射する対象物の形態判定機能は

有していない。現在、幾つかの機関において粒子判別に

よる雨、雪判別の研究がなされているが、実用化までに

は一定の期間を要すると思われる。 

そのため雪、雨判別を簡易且つ確実に行う方法として、

道路管理者が保有している CCTV画像情報をＸＭＰレーダ

表示画面と組み合わせる事により雪、雨判別を行う機能

について検討を行う。 

CCTV は道路上の特定箇所の道路状況を把握するために

一定間隔で設置されている。情報の把握範囲が数十メー

トルと狭いこと、極端な悪天候時や夜間においては、更

に情報の収集範囲が狭まることなどの課題を有している

が、リアルタイムに現地の状況を目視により直接把握可

能であるため雪、雨判別は確実に行う事が可能である。

ＸＭＰレーダによる降雪状況を表示している画面上に

CCTV 情報を重ねることが可能になれば、道路管理者は降

雪情報を正確に把握する事が可能となる。図-7 にＸＭＰ

レーダ表示画面に CCTV 画像を組み合わせて表示するイメ

ージを示す。 

（２）雨、雪判別機能判定の精度向上 

降雨、降雪は地表付近の外気温により変化する。その

ため、ＸＭＰレーダにより得られた降雨位置や降雨量の

情報に、気象庁が保有する気象庁数値予測（ＬＦＭ）の

地上気温を用いた面的な雪水比から降雪量換算の検討を

行う予定である。図-8 はＸＭＰレーダデータに対して気

温に応じ雪水比を用いた補正を行ったイメージである。 

（３）Ｘバンドレーダの未検知エリアへの対応 

 ＸＭＰレーダは都市部における降雨監視を目的とし整 

備されたものであるため、日本列島全体をカバーしてい 

るものではなく未検知エリアが存在する。 

一方、道路除雪把握に必要となる降雪状況は日本列島

全体で把握する必要がある。そのため、国土交通省が全

国の降雨把握用として整備しているＣ単偏波レーダから

得られる情報と合成することにより未検知エリアを解消

することが可能となる。図-9 にＸＭＰレーダとＣＭＰレ

ーダ雨量計データの合成イメージを示す。なお、現在、

国交省では、Ｃ単偏波レーダのＭＰ化による検知性能の

向上、ＸＭＰレーダとＣＭＰレーダの合成を進めており、

近い将来においてＸＭＰレーダとほぼ同等の精度により

全国規模で降雨監視が可能な体制が整備される。 

（４）降雪予測機能の追加 

Ｘバンドレーダは大気中に存在する雨滴の濃さ、過去 

の移動方向、移動速度については検知可能である。一

方、将来的な降雪予測を行うためには、大気の運動、雲

図 6 ＸＭＰレーダデータのダイナミックウィンドウ法による補正 

適用前 適用後 



の振舞い等、様々な気象情報を組み合わせる必要がある。 

そのため、Ｘバンドレーダにより得られた情報に気象

庁から得られる短時間予測情報を加味する事により、数

時間先の降雪予測に関する検討を行う予定である。表-1

に検討イメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７ XMP 表示画面と CCTV 
情報の組み合わせ 

 

図-8 雪水比による補正イメージ 

表 1 気象庁情報と組み合わせた降雪予測 

図 -9 ＸＭＣレーダとＣMP レーダの合成 



４．道路雪害発生判断機能の作成 

 除雪準備から降雪収束に至る一連の道路管理行動と各

段階（時間）において必要とする活用情報と内容を示し

たものを図-10に示す。降雪発生一週間～1日前までは、

気象庁や各種気象会社等から入手する気象予報情報を活

用している。また、各種、気象予報情報を補完するもの

として、前述のレーダ技術の活用も想定される。さらに、

降雪発生時の状況把握については、ＣＣＴＶや路面セン

サなど降雪、路面状態を直接把握するセンサが整備され

実際に運用されている。 

 この様な情報を組み合わせて有効に活用可能で有れば、

適切な除雪行動に寄与すると考えられる。そのため、概

括的情報把握精度を向上させる一手段として、道路雪害

発生可能性判断機能の構築を行っている。 

道路雪害発生判断機能とは、前述の雪害ナレッジに蓄 

積された過去の道路雪害データと、実際の気象情報を比

較、類似パターンが見られる場合は、「雪害発止可能性

有り」との判断を行い、発災が予想される地方整備局や

国道事務所などに道路雪害アラーム１として、情報提供

を行う機能である。最初の段階では、降雪エリア（地方

整備局単位）、雪害内容など、大枠の情報を提供する。

さらに、降雪予測日に近づいた場合、レーダから得られ

た降雨情報等を組み合わせる事により精度を向上させ、

道路雪害アラーム２として、雪害発生地域(対象路線)、

時期、規模、内容、可能性等に関する情報を提供する。

この機能が適切に機能すれば、道路管理者は降雪に備え

た体制構築、被災を想定した対策準備等を早めに実施す

る事が可能となる。図-11に機能イメージを示す。 

 

５．おわりに 

 道路は日本の人、物の動きを支える極めて重要なイン

フラである。そのため、冬期においても適切な道路管理

を行い降雪状況下で道路交通を確保することが道路管理

者の責務である。国総研では、今後の除雪におけるレー

ダの活用等、各種技術検討を進めるとともに、関係する

整備局、自治体等と連携しつつ、道路雪害対策に関する

検討を進める予定である。 
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図-10 除雪までの各段階における行動と必要情報  

図-11 道路雪害発生判断機能のイメージ 


